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【本資料について】 

近年、自治体や保険者における医療費適正化に関連する取組が注目されてお

り、平成 28 年 1 月に厚生労働省の「保険者による健診・保健指導等に関する

検討会」において取りまとめられた「今後の保険者における予防・健康づくり

等の取組の推進に当たって共通的に評価する指標」（以下、「保険者共通の指標」

という。）や平成 27 年 7 月に「日本健康会議」において採択された「健康なま

ち・職場づくり宣言 2020」によって、自治体等における取組が推進されてい

ます。 
今回、栃木県内の市町や保険者における医療費適正化に関連する取組の実施

状況を把握するため、「栃木県医療費適正化計画策定のための保険者取組状況

調査」（以下、「保険者取組状況調査」という。）を実施し、その結果等を、県

民の健康の保持や医療の効率的な提供を推進する観点から、地図や図表等によ

り「見える化」しました。 
 
○「保険者取組状況調査」の調査項目（調査概要等は１９頁） 

  医療費適正化基本方針を踏まえ、以下の関連指標について調査しました。 
  
 ［関連指標］ 
  Ａ 保険者共通の指標及びデータヘルス計画に基づく保健事業に係る指標 
  Ｂ 健康なまち・職場づくり宣言２０２０に係る指標（達成要件） 
 
 ［調査項目］                 ＜関連指標（評価基準）＞ 

・ 生活習慣病の重症化予防           ＜Ａ及びＢ＞ 

・  特定健康診査・特定保健指導         ＜Ａ＞ 

・ データヘルス計画に基づく保健事業      ＜Ａ＞ 

・ 予防・健康づくりのための加入者等を対象としたインセンティブの提供 

                       ＜Ａ及びＢ＞ 

  ・ 健診結果のわかりやすい情報提供       ＜Ａ及びＢ＞ 

  ・ その他、健康なまち・職場づくりに向けた取組 ＜Ｂ＞ 

・ 後発医薬品の使用促進            ＜Ａ及びＢ＞ 

・ 加入者の適正服薬・適正受診を促す取組    ＜Ａ＞ 

 
 ○留意事項 

・本書に掲載している県内データの出典は、「保険者取組状況調査」であり、

出典元が異なるデータに関しては、図表に出典を明記している 



＜県民の健康の保持＞ 

 １ 生活習慣病の重症化予防・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 ２ 特定健康診査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 ３ 特定保健指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 ４ データヘルス計画に基づく保健事業・・・・・・・・・・・・・・７ 
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＜医療の効率的な提供＞ 

８ 後発医薬品の使用促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

９ 加入者の適正服薬・適正受診を促す取組・・・・・・・・・・・・・１６ 

 
＜参考＞ 

 Ⅰ 本県の医療費マップ（平成 27 年度）・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

 Ⅱ 本県の平均寿命・健康寿命マップ（平成 22 年）・・・・・・・・・・１８ 

 Ⅲ 栃木県医療費適正化計画策定のための保険者取組状況調査について 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 
 

＜参考資料（別添）＞ 

１ 国保 保険者努力支援制度（平成 28 年度前倒し分）について 

   ※国民健康保険における保険者インセンティブ制度 

 

２ 健康なまち・職場づくり宣言２０２０（日本健康会議）について 

 

３ 平成 27 年度年度国保ヘルスアップ事業及び国保保健指導事業に係る事業

実績報告（一部抜粋） 

※特定健康診査・特定保健指導の実施率向上のための取組事例の紹介資料 
 
 



＜県民の健康の保持＞

1 生活習慣病の重症化予防（平成28年度）

　（１）取組状況

　（２）実施に向けた課題

図1　かかりつけ医と連携した糖尿病・糖尿病性腎症の重症化予防の実施状況

   ＜評価基準＞
① 対象者の抽出基準が明確であること

② かかりつけ医と連携した取組であること

③ 保健指導を実施する場合には、専門職が取組に携わること

④ 事業の評価を実施すること

⑤ 糖尿病対策推進会議等との連携を図ること

・保険者等において、糖尿病等の重症化リスクの高い加入者に対してかかりつけ医等と連携して保
健指導等を行うことにより、重症化を予防する取組が広がってきています。
・本県においては、栃木県医師会、栃木県保険者協議会及び栃木県の３者において、平成２８年９
月に糖尿病重症化予防に係る連携協定の締結、平成２８年１２月に栃木県糖尿病重症化予防プロ
グラムを策定し、県内全ての保険者の取組促進を図っています。

・平成２８年度においては、協会けんぽ及び７市において、下記＜評価基準＞の①～⑤全てを満た
す、かかりつけ医等と連携した糖尿病・糖尿病性腎症の重症化予防の取組が実施されています。
（表1－1、図1）

・糖尿病・糖尿病性腎症の重症化予防の取組を実施しているが、＜評価基準＞の一部が未達成で
ある９保険者では、『糖尿病対策推進会議等との連携』、『かかりつけ医との連携』や『事業評価』に
ついて未実施である場合が多い状況です。（表1－2）
・平成２９年以降の実施に向けた課題としては、『人員不足』が最も多く、続いて、『関係機関との連
携体制』、『保険者の実情を踏まえた実施方法』や『保険者内の実施体制』であることを挙げる保険
者が多い状況です。（表1－3）

割合表1－1
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表1－2 取組を実施しているが＜評価基準＞の一部が未達成の場合、未達成項目（９保険者）

表1－3 平成29年度以降の実施に向けた課題

⑤
糖尿病対策推進
会議等との連携

①
抽出基準の

明確化

②
かかりつけ医との

連携

①
人員不足

③
専門職による保

健指導

④
事業評価
(効果検証)

1
（専門職のｽｷﾙ）

2 8

27

4 7 8

⑦
その他

②
予算不足

③
ﾚｾﾌﾟﾄﾃﾞｰﾀから

の抽出

④
保険者内の実

施体制

⑤
実施方法

⑥
関係機関との

連携体制

9 10 15 16 17
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2 特定健康診査（平成27年度）

　（１）実施状況

　（２）保険者別の状況

表2－1　保険者種別の目標　（全国・栃木県）

70%

・平成20年度から、40歳から74歳までの被保険者及び被扶養者に対する内臓脂肪症候群（メタボリッ
クシンドローム）に着目した特定健康診査の実施が保険者に義務付けられています。
・特定健康診査は、生活習慣病のリスク保有者を抽出し、生活習慣の改善を目的とする特定保健指
導につなげる点に特色があります。

・厚生労働省が公表している本県の特定健康診査の受診率は48.1％であり、全国平均の50.1％より
も2.0%低い状況にあります。（図2－1）
・平成25年度から平成29年度までの2期計画における県全体の目標値は70％ですが、実績は目標
に届かない状況です。

・保険者種別毎に全国平均と比較すると、協会けんぽ、共済組合が全国を上回っており、健保組合、
市町国保及び国保組合が全国を下回っている状況です。（図2-1）
・県全体の目標値を達成するための保険者種別毎の実施率を達成した保険者はありませんでした。
（表2-1）
・市町国保では、大田原市や芳賀町で取組が進んでいますが、14市町において40％に届いていませ
んでした。（図2-2）

70% 90% 85% 65%

共済組合 国保組合市町国保

【出典：栃木県（平均）及び全国は厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況」】

全国目標
健保組合
（単一）

健保組合
（総合）

協会けんぽ

60%90%
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図２－２ 特定健康診査実施率

　（３）特定健康診査の実施率向上に向けた取組

表２－３　保険者からの主な回答
ア　被用者保険

イ　国民健康保険

【出典：栃木県医療費適正化計画策定のための保険者取組状況調査（平成28年度調査分）】

変則的な勤務体制の者 基本検査項目に、乳がん検査・子宮がん検査を入れる

・保険者は、実施率向上のため、十分な健診機会の確保及び周知、対象者の健康への意識付け
や自助努力を促す取組との連携、未受診者に対する効果的な受診勧奨、事業者健診の実績の掘
り起こし等に努めています。(表2－3)

課題（勧奨のターゲット） 受診率向上のための取組

・受診率の低い群 ①受診勧奨

等 ③費用負担の拡充
④個人インセンティブの付与

被扶養者 ・勧奨通知
65歳以上の被保険者 ②被扶養者の特性を踏まえた健診（人間ドック）内容の充実

⑤受診への意識付け
受診券の配布時に受診調査の実施

⑥被扶養者の健診実績の掘り起こし
パート先等で受診した結果の提供依頼

課題（勧奨のターゲット） 受診率向上のための取組
・受診率の低い群 ①受診勧奨

４０～５０代、男性 ・勧奨通知：
・過去に健診受診歴のない者 （対象）ターゲットに限定又は全未受診者
・健診を申込した未受診者 （工夫）未受診者又は不定期受診者に対して特性に応じた勧奨等
・不定期受診者

等 ・自治会向けの説明会を開催
②健診開催日

　※例えば、人工知能による被保険者の特性の分析を利用

⑤健診結果の掘り起こし
地域団体と連携した、健診結果の取得

様々な曜日での実施、土日の実施日を増やす
③費用負担の拡充
④個人インセンティブの付与

　　60.0～

　　50.0～59.9

　　40.0～49.9

　　～39.9
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3 特定保健指導（平成27年度）

　（１）実施状況

　（２）保険者別の状況

【出典：栃木県（平均）及び全国は厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況」】

・保険者には、特定健康診査の結果に基づき、生活習慣病リスクの判定（階層化）を行い、一定の基準
に該当する者について、特定保健指導を行うことも義務付けられています。

・厚生労働省が公表している本県の特定保健指導の実施率は19.0％であり、全国平均の17.5％を1.5%
上回っています。（図3－1）
・平成25年度から平成29年度までの2期計画における県全体の目標値は45％ですが、実績は目標に
届かない状況です。

・保険者種別毎に全国平均と比較すると、健保組合、協会けんぽ、共済組合、市町国保が全国を上
回っており、国保組合が全国を下回っている状況です。（図3－1）
・県全体の目標値を達成するための保険者種別の実施率を達成した保険者は、健保組合で２保険
者、共済組合と市町国保で１保険者でした。（表3－1、表3－2）
・市町国保では、１４市町において、実施率が４０％に届いていませんでした。（図3－2）

40% 60% 30%
協会けんぽ 0

表3－1　保険者種別の目標（全国・栃木県） 表3－2 達成数／保険者数

2 ／ 9

割合

全国目標
健保組合
（単一）

健保組合
（総合）

協会けんぽ 全保険者

45% 60% 30% 30%
健保組合

4 ／ 41 10 %

22 %共済組合 市町国保 国保組合

／ 1 0 %

共済組合 1 ／ 4 0 %

%

国保組合 0 ／ 2 0 %

市町国保 1 ／ 25 4
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図3－2 特定保健指導実施率

（３）特定保健指導の指導率向上に向けた取組

表３－３　保険者からの主な回答

【出典：栃木県医療費適正化計画策定のための保険者取組状況調査（平成28年度調査分）】
等

・指導形式（訪問型、面談型、教室型）
②指導内容

・継続対象者向けの内容、個人の特性を踏まえた内容

・不定期受診者 ＜国民健康保険＞
等 ①指導機会　※対象者の都合に合わせて設定

・日時（夜間や土日を含む）

③特定保健指導への理解不足 ・健保連栃木連合会における共同設置保健師の活用
④指導体制（被用者保険） ③対象者への意識付け

・人員や受入体制の不足 　指導段階に応じた対象者への連絡

・継続対象者 ・個別契約による人間ドック当日の指導実施
　すでに指導を受けたから ・事業所訪問型の指導の実施

②途中脱落者 ②指導体制

・健康に対する意識不十分 ②個人インセンティブの付与
健康だから、自己管理できる ＜被用者保険＞

・医療機関（他科）受診者 ①指導機会

・就労者（主に40～50代） ①参加勧奨
　忙しい、時間が無い ・通知及び電話（必要に応じて複数回実施）

・被扶養者（被用者保険） ・特定保健指導の必要性の周知

課題 課題に対する取組
①未指導者層 ＜共通（国民健康保険及び被用者保険）＞

・保険者は、実施率向上のため、対象者が利用しやすい指導機会の提供、対象者の健康への意
識付けや自助努力を促す取組との連携、特定保健指導の必要性への理解を得るための粘り強
い参加勧奨、実効性の維持・向上のための継続的な指導内容の見直し等に努めています。

那須町

那須塩原市

大田原市

那珂川町

那須烏山市

茂木町

益子町

真岡市

市貝町
芳賀町

高根沢町

さくら市

矢板市塩谷町
日光市

宇都宮市

上三川町

下野市

小山市

野木町

壬生町

鹿沼市

栃木市

佐野市

足利市

　　60.0～

　　50.0～59.9

　　40.0～49.9

　　～39.9
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4 データヘルス計画に基づく保健事業（平成２８年度）

　（１）取組状況

＜評価基準＞
① データヘルス計画を策定し、計画に基づき保健事業を実施している

② 計画に基づく保健事業について、ＰＤＣＡサイクルに沿って推進している

③ 計画に基づく保健事業の実施・評価に当たっての外部関係機関との連携体制を構築している

 ・医師会等の医療関係団体

・経済団体

・保健事業支援・評価委員会（栃木県国民健康保険団体連合会）

・栃木県 等

表4－2

全保険者

保険者が連携体制を構築している主な外部関係機関

健保組合 9 ／ 9

協会けんぽ 1 ／ 1

%

100

100

4 ／

・保険者は保健事業の実施主体として、特定健康診査等の実施のほか、加入者の健康の保
持増進のために必要な事業を積極的に推進していく役割を担っており、平成27年度からは
データヘルス計画に基づく事業の実施が進められています。

%

・データヘルス計画は、約９割の３８保険者で策定されており、うち３６保検者において、ＰＤＣ
Ａサイクルに沿った保健事業が実施されています（表4－1）。
・市町国保においては、２３市町で実施されています（図4）。
・１７保険者において、保健事業の実施・評価に当たって、外部関係機関との連携体制が構築
されています（表4－1）。

表4-1

全保険者

①実施数／保険者数

／ 42 9038

割合
②PDCA
実施数

③外部連携
実施数

36 17

%

%

%

100 %

国保組合 0 ／ 2

100

0

共済組合

市町国保

4

%23 ／ 25

後期高齢者医
療広域連合 1 ／ 1

92

7 1

1 1

4 1

1 0

23 14

- -
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図4 データヘルス計画に基づく保健事業の実施状況

　①、②実施

　H29から実施

　未実施
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5 予防・健康づくりのための加入者等を対象としたインセンティブの提供（平成28年度）

　（１）取組状況

　（２）実施に向けた課題

図５ 予防・健康づくりのための加入者等を対象としたインセンティブを提供する取組状況

＜評価基準＞

①

②

表5－2　取組未実施の理由

実施数（①のみ実施）
　　　　　　　／保険者数 割合

・取組未実施の理由としては、被用者保険の保険者においては、環境整備を含む実施方法や予算
不足が課題として多く挙がりました。（表5－2）
・国民健康保険においては、人員不足や実施方法、費用対効果が課題として多く挙がっています。
（表5－2）

3
1
1
2
3

実施方法・取組体制
費用対効果
予算不足
事業の優先順位

人員不足
費用対効果
検討中

%

%

%

48 %

15(3) ／ 42

%

4 %50

0

／ 9

被用者保険 国民健康保険

実施方法(環境整備) 人員不足 3

・保険者等において、加入者等の健康管理に係る自助努力を支援することを目的として、予防・健康
づくりに向けたインセンティブを提供する取組が広がっています。

・本県においては、１５保険者で実施されており、うち１２保険者で事業の効果検証も行われていま
す。（表5－1）
・市町では、１２市町で実施されており、うち１１市町で事業の効果検証も行われていますが、１３市
町では実施されていません。（図５）

表5－1

0 %

市町国保 12(1) ／ 25

国保組合 0 ／ 2

後期高齢者医
療広域連合 0 ／

予算不足

検討中

2
2
1
1
5

被保険者等の予防・健康づくりの取組や成果に対しポイント等を付与し、そのポイン
ト数に応じて報奨を設けるなど、被保険者等の健康づくり等を推進する事業を実施し
ている

インセンティブが被保険者等の行動変容に繋がったかどうか、効果検証を行ってい
る

36全保険者

0

11健保組合 1(1)

協会けんぽ 0 ／ 1

1

共済組合 2(1) ／

那須町

那須塩原市

大田原市

那珂川町

那須烏山市

茂木町

益子町

真岡市

市貝町
芳賀町

高根沢町

さくら市

矢板市塩谷町
日光市

宇都宮市

上三川町

下野市

小山市

野木町

壬生町

鹿沼市

栃木市

佐野市

足利市

- 9 -



6 健診結果のわかりやすい情報提供（平成２８年度）

　（１）実施状況

　（２）情報提供にあたり、工夫している点

表６ 情報提供にあたり、工夫している点

※自由記述による回答を分類したもの

・保険者から加入者に健診結果を分かりやすく伝えることにより、加入者自らによる健康情報
の把握を促し健康意識を高めることが期待されています。

・保険者が実際に工夫している点として、個人の健診結果を踏まえた生活習慣病予防
のため、高血圧性疾患、糖尿病性疾患、脂質異常症等に着目した受診勧奨通知、生
活習慣改善に係る情報提供や個別での専門職による保健指導等が実施されていま
す。（表６）
・ＩＣＴの活用事例として、健康情報提供サイトによるスマートフォンやパソコンを通した
個別性の高い情報提供の実施の事例がありました。

検査結果に応じた生活習慣改善に係る情報提供

ＩＣＴを活用した情報提供

健診結果に関する電話相談

受診勧奨通知の送付

・４２保険者のうち、３９保険者が健診結果について「わかりやすい情報提供」を実施している
との回答がありました。

被用者
保険

国民健
康保険

3
2
1
1
13
12

1

検査結果に応じた生活習慣改善に係る情報提供

個別・対面での専門職による保健指導

受診勧奨通知の提供

集団健診受診者に対し、専用のファイルを配付し、受診者
が複数年の健診結果を継続的に保存できるよう支援

4
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＜医療の効率的な提供＞

8 後発医薬品の使用促進

　（１）後発医薬品の使用割合を高める取組(平成28年度)

＜項目別の取組状況＞

＜評価基準＞

① 後発医薬品の数量シェアを把握していること

② 後発医薬品の薬剤費額を把握していること

③ 後発医薬品の使用状況について、年齢別等に類型化して把握していること

④ 差額通知に関する取組を行っていること

⑤ 差額通知の前後で後発医薬品への切り替えが行われているか確認していること

0 1 1

4 3 1 4 3

1 1 0 1 0

25 24 9 22 17

12 33 24

①
数量シェアの

把握

②
薬剤費額の把

握

③
類型化

④
差額通知の実

施

⑤
差額通知効果

確認

1 1 1 1 1

3 2 1 4 2

0 ／ 1

市町国保 8 ／ 25

35 32

1 1

11 %

全保険者

100

%

32

42

健保組合 1 ／ 9

協会けんぽ 1 ／ 1

11 ／

共済組合 1

0

26

%25

%

%

%

0 %

・保険者において、レセプトデータを活用し、加入者に対して後発医薬品の使用による自己負
担の差額を通知する（差額通知）等の取組が広がっています。

・１１保険者において、加入者を類型化した上で後発医薬品の数量シェア等を把握することや
差額通知等の取組（下記＜評価基準＞参照）が実施されています。（表8－1）

・取組項目別では、年齢階級別等により『加入者を類型化し、使用状況を把握すること』を実施
している保険者が最も少なく、そして『差額通知の効果確認』が続いています。（表8－1）

割合表8－1
①～⑤全て実施数
　　　　　／保険者数

実施数

／ 4

国保組合 0 ／ 2

後期高齢者医
療広域連合
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図8－1 後発医薬品の使用割合を高める取組の実施状況
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　（２）後発医薬品の使用割合（数量シェア）(平成28年度)

＜取組状況＞

図8－2 後発医薬品の使用割合(平成29年3月)

＜医療機関における後発医薬品使用割合（全国）＞

表8－4 医療機関における後発医薬品使用割合（全国）

【出典：厚生労働省中央社会保険医療協議会「後発医薬品の使用促進策の影響及び実施状況調査報告書」】

後期高齢者医
療広域連合 0 ／ 1

市町国保 21 ／ 25

協会けんぽ 1 ／ 1

共済組合 2 ／ 4

%

・後発医薬品の使用割合については、国の「経済・財政再生計画」において、使用割合を平成29年
央に70％ 以上とすることが掲げられており、厚生労働省の「調剤医療費の動向調査」によると、平
成28年度の本県における使用割合は68.4%であり、全国平均の68.6％を0.2%下回っています。

・本県においては、６割強の保険者において平成29年度目標値(７０％)が達成されておりますが、平
成29年6月に国の「経済財政運営と改革の基本方針2017」が閣議決定され、平成32年9月までに使
用割合を80％とすることが掲げられました。（表8－3）

７０％達成数
　　／保険者数

割合表8－3

50

84

全保険者

100

%

%

0 %

%

62

0

・厚生労働省の中央社会保険医療協議会の資料によると、医療機関における後発医薬品の使
用割合は、診療所より病院で高く、特にＤＰＣ対象病院・準備病院は８０％に近い使用割合と
なっています。（表8－4）

%国保組合 0 ／ 2

診療所
n=116

DPC対象病院・準備病院
n=77

47.8
(H28.7～H28.9の平均)

78.3
(H28.8)

病院
DPC対象病院・準備病院以外

n=80

55.9
(H28.8)

健保組合 2 ／ 9

%

22

26 ／ 42
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9 加入者の適正服薬・適正受診を促す取組(平成28年度)

　（１）取組状況

　（２）実施方法

図９ 加入者の適正服薬・適正受診を促す取組の実施状況

＜評価基準＞

表9－2　対象者の抽出基準とアプローチ方法

／ 1

市町国保 17 ／ 25

後期高齢
者医療広
域連合

1

①月又は年単位で極端に受診（レセプト）件数が多い者
②同一月内に同一疾病のため，同一診療科の複数医療機関以上の外来受診
がある者
　　・複数月連続で上記条件に該当
　　・投薬・注射・処置等治療の重複　　を追加（抽出条件）している場合がある
③同一月内に同一診療科の医療機関に１５回以上の外来受診がある者　等
　　・複数月連続で上記条件に該当　を追加している場合がある
④柔道整復師への受診について、次の条件に該当する者を抽出
　　・月単位で受診回数が非常に多い　　　・複数月継続、
　　・合計金額が〇円以上の被保険者　　 ・多部位
※「複数」や「金額」の数値設定は、保険者により異なる。

①同一薬剤又は同様の効能・効果を持つ薬剤を複数の医療機関から処方され
ている者　等
　　　・複数月連続で上記条件に該当
　　　・処方日数が一定以上
　　　・同一疾病により処方されている　を追加（抽出条件）している場合がある
②重複又は頻回受診に該当する者の中から、同一薬剤又は同様の効能・効果
を持つ薬剤を重複処方されている者等を抽出している場合もある
※「複数」の数値設定は、保険者により異なる。

①文書による確認
②保健師等専門職が訪問（対面）により保
健指導
  次の方法により実施している場合もあった
 　・文書照会による回答確認に訪問する
 　・専門業者に委託して実施
③柔道整復師への頻回受診についても委
託業者へ指導を依頼をしている事例もあっ
た。

①保健師又は看護師による訪問指導を行
い、対象者の受診および服薬状況を確認
し、適切な受診指導を実施
②医師または保健師と協議し、訪問指導を
行う。

・保険者において、加入者に対して訪問指導等を行うことにより、複数の医療機関から重複して薬
剤の投与を受ける等の事例について、加入者の適正服薬・適正受診を促す取組が広がってきて
います。

表9－1 割合実施数／保険者数

・本県においては、約半数の保険者において取組が実施されており、保険者種別では、協会けん
ぽ、共済組合、後期高齢者医療や市町国保で取組が進んでいる一方で、健保組合及び国保組合
では実施されていません。（表9－1）
・市町国保では、平成２９年度において、那須烏山市を除く２４市町において取組が実施される予
定です。(図9)

・保険者は、その実情に応じて、重複・頻回受診又は重複服薬のいずれか或いはそれらを組み合
わせた基準により対象者を抽出し、保健師等専門職による訪問等での指導を実施しています。
（表9－2）

適
正
服
薬

適
正
受
診

対象者へのアプローチ方法

協会けんぽ 1 ／ 1

共済組合 1 ／ 4

0 %健保組合 0 ／ 9

実施対象者（抽出基準）

68 %

国保組合 0 ／ 2 保険者が一定の条件により、対象者を抽出した上でアプローチしている取組を『実施』
としている

48 %全保険者 20 ／ 42

100 %

100 %

0 %

%25
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＜参考＞

Ⅰ　本県の医療費マップ（平成27年度）

表Ⅰ　１人当たり年齢調整後医療費および地域差指数（全国及び栃木県）

図Ⅰ 市町国民健康保険の医療費の地域差指数

【出典】　厚生労働省「医療費の地域差分析」

※地域差指数・・・医療費の地域差を表す指標として、1人当たり医療費について、人口の
年齢構成の相違分を補正し、全国平均を１として指数化したもの

・本県の市町国民健康保険における、平成27年度の１人当たり年齢調整後医療費お
よび地域差指数は、全国で43位である。

１人当たり年齢調整後医療費（円） 地域差指数

栃木県

全国

315,639
343,485

0.919
1.000

那須町

那須塩原市

大田原市

那珂川町

那須烏山市

茂木町

益子町

真岡市

市貝町

芳賀町

高根沢町

さくら市
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日光市
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小山市

下野市

- 17 -



Ⅱ　本県の平均寿命・健康寿命マップ（平成22年）

　（Ⅰ）　平均寿命

　（Ⅱ）　健康寿命

※

・栃木県の平均寿命は、男性79.1年、女性85.7年で、全国平均を男性で0.5年、女性で0.7年下回ってい
ます。

人口規模が小さい市町がほとんどであるため、精度確保の観点から死亡数等について平成21年～平成23年の3か年分を
補足している。

・市町の健康寿命については、国民生活基礎調査データでは各市町単位の母数が少ないことから、不健康
な期間を算定するには適さないため、代わりに介護保険事業における要介護２以上の認定者数を用いて推
定値を算出しています。（厚生労働省研究班が定めた指針及びプログラムを使用して県が算定）
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Ⅲ 「栃木県医療費適正化計画策定のための保険者取組状況調査」について 
 

［目的］ 
  栃木県の医療費を取り巻く現状を把握し、栃木県医療費適正化計画策定の参考

とするため 
 
［調査年月］ 
  平成２９年９月 
 
［調査対象］ 
  栃木県保険者協議会の構成保険者 ４２者 
 
［調査対象年度］ 
  平成２８年度 
   但し、特定健康診査・特定保健指導は平成２７年度 
 
［調査項目］ 
  医療費適正化基本方針を踏まえ、以下の関連指標から選定 
   Ａ 保険者共通の指標及びデータヘルス計画に基づく保健事業に係る指標 
   Ｂ 健康なまち・職場づくり宣言２０２０（日本健康会議） 

 
   ※詳細は別添「調査票」のとおり 
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(2)
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